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第l条 龍谷大学大学院法学研究科院生の学術研究の奨励及びその成果の発表のため、学術

雑誌を年 1回発行する。

2 この学術雑誌を 『法学研究jと称する。

cr法学研究jの構成)

第2条 『法学研究jには、修士論文、税題研究及びその他の研究成果 (以下 「論文Jとい
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(論文提出資絡)
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② 大学院法学研究科修了者。

① その他編集委員会が認めた者。
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(事務)
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